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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第33期 

第３四半期累計期間 
第34期 

第３四半期累計期間 
第33期 

会計期間 
自2018年10月１日 
至2019年６月30日 

自2019年10月１日 
至2020年６月30日 

自2018年10月１日 
至2019年９月30日 

売上高 （千円） 1,978,242 2,082,784 2,848,304 

経常利益 （千円） 667,866 719,387 1,022,850 

四半期（当期）純利益 （千円） 458,640 496,269 707,735 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 326,625 326,625 326,625 

発行済株式総数 （株） 4,090,000 4,090,000 4,090,000 

純資産額 （千円） 3,734,532 4,211,555 3,983,627 

総資産額 （千円） 4,729,228 5,429,617 5,170,760 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 136.91 148.15 211.27 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） 35 40 75 

自己資本比率 （％） 79.0 77.6 77.0 

 

回次
第33期

第３四半期会計期間
第34期

第３四半期会計期間

会計期間
自2019年４月１日
至2019年６月30日

自2020年４月１日
至2020年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 21.50 24.74 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２【事業の内容】

 当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び子会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）財務状態及び経営成績の状況

 当第３四半期累計期間（2019年10月１日から2020年６月30日の９ヶ月間）におけるわが国経済については、新型

コロナウイルス感染症の影響により、消費や生産は低迷し景気は厳しい状況となっております。当社の主要な販売

先である金融機関におきましては、在宅勤務による限られた人員の中で緊急融資・相談等で多忙な状況ですが、シ

ステム投資の検討は進めて頂いており、システムによる業務効率化の必要性を再認識して頂いています。 

 このような環境下にあって、当社は、テレワークの実施やＷＥＢ会議による顧客との打合せを行い開発に支障が

ない対応をしております。業況につきましては、「システム事業」は、「担保不動産評価管理システム」では大型

案件の獲得に成功し、「融資稟議支援システム」も信用金庫中心に多くの受注を獲得し、開発も予定通り進めてき

ております。システム開発に係る「システムインテグレーション部門」とシステムのメンテナンスを行う「システ

ムサポート部門」の当第３四半期累計期間の売上高は前年同期比増収となり、営業利益は増収に加え、旅費交通費

の削減等により前年同期比増益を達成しています。 

 「不動産賃貸事業」につきましては、2020年１月に新たに賃貸店舗を購入し、賃貸収入の売上高は前年同期比増

収となり、営業利益も前年同期比増益となっています。 

 以上の結果、財政状態及び経営成績は、次のとおりとなりました。 

 

①財政状態

（資産）

 当第３四半期会計期間末における資産合計は、5,429,617千円となり、前事業年度末に比べ258,857千円増加いた

しました。これは主に新規不動産物件の購入によるものです。

（負債） 

 当第３四半期会計期間末における負債合計は、1,218,062千円となり、前事業年度末に比べ30,929千円増加いた

しました。これは主に未払金が増加した一方で、未払法人税等が減少したことによるものです。

（純資産） 

 当第３四半期会計期間末における純資産合計は、4,211,555千円となり、前事業年度末に比べ227,927千円増加い

たしました。これは主に四半期純利益の増加によるものです。

 この結果、自己資本比率は77.6％（前事業年度末は77.0％）となりました。

 

②経営成績

 当第３四半期累計期間の経営成績は、売上高は2,082,784千円（前年同期比5.3％増）、営業利益は719,007千円

（同8.0％増）、経常利益は719,387千円（同7.7％増）、四半期純利益は496,269千円（同8.2％増)となりました。

 

 セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。 

 

 システム事業 

 「システムインテグレーション部門」

 主要なシステムである「担保不動産評価管理システム」は大手金融機関や信用金庫から大型受注を獲得したほ

か、「融資稟議支援システム」は、業務効率化を推進する中核システムの位置付けで、信用金庫から多くの受注

があり、営業活動は順調に進んでいます。さらに両システムとも前年同期比増収となっています。また信用組合

のシステム共同センターである信組情報サービス株式会社宛てにマネーロンダリング対策のシステムを販売しま

したので、逐次、各信用組合様に導入しております。

 以上の結果、システムインテグレーション部門の売上高は、1,126,556千円(前年同期比6.0％増)、セグメント

内の売上高構成比は57.7％となりました。 
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 「システムサポート部門」 

 メンテナンスの売上高は、システム導入が進み前年同期比増収となり、システムサポート部門の売上高は

824,672千円（前年同期比0.7％増）、セグメント内の売上高構成比は42.3％となりました。

 以上の結果、システム事業の売上高は1,951,229千円（前年同期比3.7％増）、セグメント利益は658,539千円

（同4.4％増）となりました。 

 

不動産賃貸事業

 不動産賃貸事業は、2020年１月に賃貸店舗１物件を購入し、賃貸マンション３棟、立体駐車場１棟、賃貸オフィ

ス１棟及び賃貸店舗２件の計７物件となり、当第３四半期累計期間の売上高は、賃貸収入131,554千円（前年同期

比36.7％増）、セグメント利益は60,467千円（同72.0％増）となりました。 

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（3）研究開発活動

 当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、30,170千円であります。

 なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（4）経営成績に重要な影響を与える要因 

 当第３四半期累計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に変更はありません。

（5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 前事業年度の有価証券報告書に記載した資本の財源及び資金の流動性について重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,360,000

計 16,360,000

 

②【発行済株式】

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（2020年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2020年８月６日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 4,090,000 4,090,000 
東京証券取引所 

（市場第二部） 

単元株式数 

100株 

計 4,090,000 4,090,000 － － 

 

（2）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数 
  (株)

発行済株式 
総数残高 
（株）

資本金 
増減額 
（千円）

資本金 
残高 

（千円）

資本準備金 
増減額 

（千円）

資本準備金 
残高 

（千円）

2020年４月１日～

2020年６月30日
－ 4,090,000 － 326,625 － 365,175

 

（5）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（6）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2020年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

        2020年６月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 740,200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,347,500 33,475 － 

単元未満株式 普通株式 2,300 － － 

発行済株式総数   4,090,000 － － 

総株主の議決権   － 33,475 － 

 

②【自己株式等】

        2020年６月30日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社情報企画 
大阪市中央区安土町 

二丁目３番13号 
740,200 － 740,200 18.09 

計 － 740,200 － 740,200 18.09 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。

第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（2020年４月１日から2020年６

月30日まで）及び第３四半期累計期間（2019年10月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、

EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(2019年９月30日) 
当第３四半期会計期間 
(2020年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,152,359 1,880,733 

売掛金 687,607 547,533 

仕掛品 42,927 54,967 

未収収益 3,339 2,598 

その他 10,462 10,059 

流動資産合計 2,896,696 2,495,891 

固定資産    

有形固定資産    

建物 1,165,933 1,336,882 

減価償却累計額 △246,384 △281,982 

建物（純額） 919,549 1,054,900 

構築物 4,205 4,205 

減価償却累計額 △3,003 △3,183 

構築物（純額） 1,202 1,022 

機械及び装置 75,054 75,054 

減価償却累計額 △75,054 △75,054 

機械及び装置（純額） 0 0 

工具、器具及び備品 64,065 68,007 

減価償却累計額 △59,304 △61,792 

工具、器具及び備品（純額） 4,761 6,214 

土地 1,133,696 1,665,888 

有形固定資産合計 2,059,209 2,728,025 

無形固定資産    

電話加入権 1,116 1,116 

ソフトウエア 14,923 16,308 

無形固定資産合計 16,039 17,424 

投資その他の資産    

関係会社株式 10,000 10,000 

繰延税金資産 131,586 119,582 

会員権 12,650 12,650 

差入保証金 44,577 46,042 

投資その他の資産合計 198,814 188,275 

固定資産合計 2,274,063 2,933,726 

資産合計 5,170,760 5,429,617 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(2019年９月30日) 
当第３四半期会計期間 
(2020年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 135,449 175,443 

未払金 85,502 183,306 

未払消費税等 30,766 18,829 

未払法人税等 198,367 70,905 

前受金 16,737 16,296 

前受収益 337,887 366,396 

賞与引当金 73,550 26,575 

製品保証引当金 5,194 1,210 

その他 10,008 25,630 

流動負債合計 893,464 884,595 

固定負債    

役員退職慰労引当金 248,654 260,559 

長期預り保証金 45,013 72,906 

固定負債合計 293,668 333,466 

負債合計 1,187,132 1,218,062 

純資産の部    

株主資本    

資本金 326,625 326,625 

資本剰余金    

資本準備金 365,175 365,175 

資本剰余金合計 365,175 365,175 

利益剰余金    

利益準備金 1,816 1,816 

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 4,054,102 4,282,387 

利益剰余金合計 4,055,919 4,284,203 

自己株式 △764,091 △764,448 

株主資本合計 3,983,627 4,211,555 

純資産合計 3,983,627 4,211,555 

負債純資産合計 5,170,760 5,429,617 
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期累計期間 
(自 2018年10月１日 
 至 2019年６月30日) 

当第３四半期累計期間 
(自 2019年10月１日 

 至 2020年６月30日) 

売上高 1,978,242 2,082,784 

売上原価 809,123 861,256 

売上総利益 1,169,118 1,221,527 

販売費及び一般管理費 503,263 502,520 

営業利益 665,855 719,007 

営業外収益    

受取利息 112 93 

未払配当金除斥益 251 119 

受取保険金 1,614 － 

助成金収入 － 135 

その他 33 32 

営業外収益合計 2,011 380 

経常利益 667,866 719,387 

税引前四半期純利益 667,866 719,387 

法人税、住民税及び事業税 194,505 211,114 

法人税等調整額 14,721 12,004 

法人税等合計 209,226 223,118 

四半期純利益 458,640 496,269 
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【注記事項】

（追加情報）

 新型コロナウイルス感染症による影響については、当第３四半期累計期間末時点において当社の事業活動に重要な

影響を与えていないことから、業績に与える影響は軽微であると仮定し、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能

性等の会計上の見積りを行っております。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自  2018年10月１日
至  2019年６月30日）

当第３四半期累計期間
（自  2019年10月１日
至  2020年６月30日）

減価償却費 39,749千円 43,456千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 2018年10月１日 至 2019年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年12月20日

定時株主総会
普通株式 117,244 35 2018年９月30日 2018年12月21日 利益剰余金

2019年５月７日

取締役会
普通株式 117,244 35 2019年３月31日 2019年６月７日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 2019年10月１日 至 2020年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年12月19日

定時株主総会
普通株式 133,994 40 2019年９月30日 2019年12月20日 利益剰余金

2020年５月12日

取締役会
普通株式 133,990 40 2020年３月31日 2020年６月８日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 2018年10月１日 至 2019年６月30日） 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

      （単位：千円） 

  システム事業 不動産賃貸事業 合計 

売上高      

外部顧客への売上高 1,882,000 96,241 1,978,242 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － 

計 1,882,000 96,241 1,978,242 

セグメント利益 630,699 35,155 665,855 

（注）各報告セグメントにおける利益は、営業利益を使用しております。 
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Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 2019年10月１日 至 2020年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

      （単位：千円） 

  システム事業 不動産賃貸事業 合計 

売上高      

外部顧客への売上高 1,951,229 131,554 2,082,784 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － 

計 1,951,229 131,554 2,082,784 

セグメント利益 658,539 60,467 719,007 

（注）各報告セグメントにおける利益は、営業利益を使用しております。 

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報 

 第２四半期会計期間において、賃貸用不動産を１物件取得しております。 

 これにより、前事業年度の末日に比べ、当第３四半期会計期間の報告セグメントの資産の金額は、「不動産賃

貸事業」において668,188千円増加しております。 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 2018年10月１日
至 2019年６月30日）

当第３四半期累計期間
（自 2019年10月１日
至 2020年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 136円91銭 148円15銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 458,640 496,269

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 458,640 496,269

普通株式の期中平均株式数（株） 3,349,854 3,349,786

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 2020年５月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ) 配当金の総額‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥133,990千円

(ロ) １株当たりの金額‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥40円00銭

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日‥‥‥2020年６月８日

 (注) 2020年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年８月６日

株式会社情報企画 

取締役会 御中 

 

EY新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 前川 英樹  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 中尾 志都  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社情報企

画の2019年10月１日から2020年９月30日までの第34期事業年度の第３四半期会計期間（2020年４月１日から2020年６月30

日まで）及び第３四半期累計期間（2019年10月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期

貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社情報企画の2020年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 (注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 2020年８月６日

【会社名】 株式会社情報企画

【英訳名】 Information Planning CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 松岡 勇佑

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 大阪市中央区安土町二丁目３番13号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役松岡勇佑は、当社の第34期第３四半期（自 2020年４月１日 至 2020年６月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


